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２００８年９月期期末決算２００８年９月期期末決算 業績ハイライト（業績ハイライト（P/LP/L））

連結損益計算書概要
単位：（百万円）

（業績ハイライト）（業績ハイライト）

単位：（百万円）

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比

売上高 41,554 100.0% 639.3% 38,831 100.0% -6.6% 7,080 100.0% -81.8%
売上総利益 6 222 15 0% 332 1% 34 269 88 3% 450 8% 2 037 28 8% 94 1%

決算期
2006年9月期 2007年9月期 2008年9月期
実績

前期比
実績

前期比
実績

前期比

売上総利益 6,222 15.0% 332.1% 34,269 88.3% 450.8% 2,037 28.8% -94.1%
営業利益 837 2.0% 239.5% 288 0.7% -65.6% 489 6.9% 69.8%
経常利益 1,286 3.1% 181.9% 244 0.6% -81.0% 371 5.2% 52.0%
当期純利益 69 0.2% 21.6% △ 42 -0.1% - 349 4.9% -

純資産額 1,558 3.2% 75.9% 1,890 20.3% 21.3% 1,925 34.3% 1.9%

主要な経営指標

純資産額 1,558 3.2% 75.9% 1,890 20.3% 21.3% 1,925 34.3% 1.9%

総資産額 47,943 100.0% 219.1% 9,311 100.0% -80.6% 5,617 100.0% -39.7%

1株当たり純資産（円）

2006年9月期 2007年9月期 2008年9月期
21.73 23.07 26.84

売 上 高 営 業 利 益 当期純利益

株 り純資産（ ）
1株当たり純利益（円）
自己資本比率（％）

0.97 △0.59 4.87
3.3% 17.8% 34.3%

35 000

40,000

45,000

売 上 高 営 業 利 益 当期純利益

600

1,000

489

600

349

41,554
● 38,831

837

800
●

● 500

400
●

10,000

35,000

5,000

7,080
●

（百万円）

200

400

600

（百万円）

489

100

300

-100

（百万円）

200
69

-42

●

288
●

●

●

3

（200６年9月） （200７年9月） （200８年9月）

（百万円） （百万円） 100

（200６年9月） （200７年9月） （200８年9月） （200６年9月） （200７年9月） （2008年9月）



２００９年９月期２００９年９月期 第１四半期決算予想（第１四半期決算予想（P/LP/L））

連結損益計算書概要

単位：（百万円）

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比
決算期

2007年　第１四半期 2008年　第1四半期
実績

前期比
実績

前期比

2009年 第１四半期
予想

前期比
金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比

売上高 10,857 100.0% 116.0% 2,006 100.0% 18.5% 1,486 100.0% 83.1%
売上総利益 1,163 10.7% 127.6% 568 28.3% 48.8% 433 32.8% 96.3%
営業利益 △159 ー ー 120 6.0% ー 166 15.7% 217.5%
経常利益 △177 ー ー 116 5.8% ー 166 15.4% 221.6%
当期純利益 △365 ー ー 163 8.1% - 150 10.1% 164.4%

営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益
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２００８年９月期期末決算２００８年９月期期末決算 事業別業績ハイライト事業別業績ハイライト(B/S)(B/S)
連結貸借対照表概要 単位：（百万円）

（業績ハイライト）（業績ハイライト）

金額 構成比(%) 金額 構成比(%) 金額 構成比(%)

資産合計 47,943 100.0 219.1% 9,311 100.0 19.4% 5,617 100.0 60.3%
流動資産 35,624 74.3 211.9% 7,261 80.0 20.4% 3,712 66.1 51.1%

2008年9月期
実績

前期比
実績

前期比
実績

前期比
決算期

2006年9月期 2007年9月期

流動資産 35,624 74.3 211.9% 7,261 80.0 20.4% 3,712 66.1 51.1%
固定資産 12,318 25.7 243.0% 2,050 22.0 16.6% 1,904 33.9 92.9%

負債 44,543 92.9 230.4% 7,420 79.7 16.7% 3,692 65.7 49.8%
流動負債 25,208 52.6 243.4% 5,332 57.3 21.2% 1,763 31.4 33.1%
固定負債 19,334 40.3 215.4% 2,087 22.4 10.8% 1,928 34.3 92.4%

純資産 1,558 3.2 75.9% 1,890 20.3 121.3% 1,925 34.3 101.9%
資本金 805 1 7 100 0% 805 8 6 100 0% 805 14 3 100 0%

資産の部 負債・純資産の部

資本金 805 1.7 100.0% 805 8.6 100.0% 805 14.3 100.0%
資本準備金 867 1.8 100.0% 867 9.3 100.0% 867 15.4 100.0%
利益剰余金 692 1.4 66.4% 650 7.0 93.9% 927 16.5 142.6%
その他 △ 661 - - △ 192 - - 52 0.9 -

資産の部

50,000
9,311 5,617

負債・純資産の部

47,943 9,311 5,61747,943

自己資本比率が大幅改善
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（百万円） 利益剰余金2,050 1,904
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２００８年９月期期末決算２００８年９月期期末決算 連結キャッシュフロー連結キャッシュフロー

連結キャッシュフロー計算書概要

（業績ハイライト）（業績ハイライト）

連結キャッシュフロー計算書概要
単位：（百万円）

2006年9月期 2007年9月期 2008年9月期

第28期 第29期 第30期

決算期

金額 前期比 金額 前期比 金額 前期比

営業活動キャッシュフロー △ 3,180 - △ 1,392 - 504 -

投資活動キャッシュフロー △ 4,572 - 5,899 - 1,670 28.3%

財務活動キャッシュフロー 10 889 141 8% △ 13 070 - △ 3 104 -財務活動キャッシュフロー 10,889 141.8% △ 13,070 - △ 3,104 -

計 3,139 43.1% △ 8,564 - △ 932 -

現金及び現金同等物期末残高 11,482 137.6% 2,672 23.3% 1,685 63.1%

営業キャッシュフロー 投資キャッシュフロー 財務キャッシュフロー
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業界ニーズに答える事業業界ニーズに答える事業33つの柱つの柱

建設業界人材の流動化ビジネス

（当社の強み）（当社の強み）

地域密着型の人材ビジネス建設業界人材の流動化ビジネス 地域密着型の人材ビジネス

人材派遣事業

施工管理事業

施工図面作図事業 一般派遣事業

有料職業紹介事業

売上比率 90% 売上比率 5% 売上比率 5%

従来は建設会社の従業員

建築分野では、設計段階で細部まで詳細
な図面を作図しておらず、施工段階で詳
細図面を描きながら施工していきます。

地域に密着した、

が担当するのが一般的で
した。

しかし近年の業界リスト
ラで、アウトソーシング

この図面を施工図と呼びます。

設計図ー事前の見積もり積算、許認可の取得のた
めに、あらかたの大きさや、外観などを
書く図面。

施工図ー実際に施工することになったときに、詳
細の収まりを考え、平面図、立面図、展

○ 保育士
○ 幼稚園教諭
○ 事務スタッフ
○ 経理スタッフ

需要が急速に高まりまし
た。

施工図の良し悪しが建物のクオリティ
を左右します。緻密で複雑な施工図作
成には相当のスキルを要するため、コ

細の収まりを考え、平面図、立面図、展
開図、天井伏図等として書く図面。

竣工図ー構造物が完成し、将来の補修などのため
完成状態を表す図。

○ 経理スタッフ

等の派遣及び有料職業紹介
事業を行っております。

7

成には相当のスキルを要するため、
ストがかかりました。



施工図作図事業の強み施工図作図事業の強み

蓄積された作図スキル

（当社の強み）（当社の強み）

蓄積された作図スキル

○ 長年培った施工図作図のスキル

低価格・高品質の作図

○ フラット化する世界を早くから認識し 海外の子会社 ネットワ クを○ フラット化する世界を早くから認識し、海外の子会社、ネットワークを
活用して、低価格、高品質の作図を実現

営業に直結した作図

○ 人材派遣とのシナジー効果

8



若年層に特化若年層に特化

当社は「若年層」を採用・育成し、建設業界へ送り込んでいます。

（当社の特色）（当社の特色）

当社は 若年層」を採用 育成し、建設業界 送り込んで ます。
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16.7%
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14.4% 19.1%

22.7%
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10.0%

20.0%

30.0%

夢真 建設業界 全業種平均

30歳未満 30歳代 40歳代 50歳以上

建設業界は老年化が他業界よりも進んでいます。
当社は、業界の高齢化、リストラにより圧倒的に若手不足となった建設業界の穴を埋めています。
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アウトソ シング需要は 年間２６８ ０００人にのぼっています

求められる人材求められる人材 （業界ウォッチ）（業界ウォッチ）

アウトソーシング需要は、年間２６８，０００人にのぼっています。

人材ニーズ調査において

求人ニーズ１位／２１５業種中

その他の卸売業

（顕在ニーズ、潜在ニーズ共に1位）

土木施工管理・現場監督・工事監理者 105,861
建築施工管理・現場監督・工事監理者 83,030
その他建築・土木・測量技術者 26,312
建築設計

◆求められる人材一覧
その他の卸売業
顕在ニーズ2位、潜在ニーズ3位

金属製品製造業
顕在ニーズ3位、潜在ニーズ2位

平成１７年３月リクルート
「平成１６年度 人材ニーズ調査 業者アウトルック」

建築設計 18,721
土木作業者 34,295
計 268,219

（経済産業省委託調査）

しかし、バブル崩壊に
建設業界はGDP10％を
占める巨大産業

しかし、バブル崩壊に
よるリストラ後は人材
不足

そして、求人ニーズは
国内業界においてNo.1

10

当社のビジネスチャンス



建設業の人材構造建設業の人材構造

当社は高付加価値業務の人材派遣に特化

（業界ウォッチ）（業界ウォッチ）

ゼネコンの

監

管理者層

マネジメント（ホワイトカラー）

施工管理

特にニーズが高く、
すぐに人材養成がで

現場監督

当社の派遣人材

すぐに人材養成がで
きるわけではない
（トレーニングスキ
ルUp等が必要）。

下請け
（職人）

作業（作業員）

施工

労務提供（技能）

◆ニーズが高い◆ ズが高い
◆付加価値が高い
◆利益率が高い
◆競争力がある

11



２００８年９月期期末の業界状況２００８年９月期期末の業界状況 （業界環境）（業界環境）

○ エンドユーザーは、２割下がらないと買わない。

・建築基準法改正の影響により建築確認の停滞

・銀行の不動産融資引き締め
○ 値引きは、既存の顧客にも値引きすることになる。

・土地価格上昇、資材価格上昇によるマンション価格の上昇

・マンション建築確認件数の減少、着工件数の減少
○ 原価が高いため、広告で当初から低めの価格設定が難しい。

・供給戸数の減少（首都圏）｛06年/74,000戸、07年/61,000戸｝○ マンション価格は、下降傾向。

○ 供給戸数の減少

12



２００８年９月期期末以降２００８年９月期期末以降予想される業界状況予想される業界状況 （業界環境）（業界環境）

○ 在庫がたまっている。

○ 計10,842戸（竣工物件5,967戸、来春竣工物件4,875件）

高原価物件であり、来秋

まで在庫処分に追われる。

○ 建築資材価格の下落、地価の下落が進んでいる。

○ 個別物件の値下げではなく、発売時から
低価格でなければ売れない

○ デベロッパーは物件の着工を押さえている。

○ 住宅 ン減税は 定の効果あり低価格でなければ売れない。 ○ 住宅ローン減税は、一定の効果あり。

○ 首都圏工事着工件数

06年123 931戸 07年82 714戸 08年9万戸

○ 在庫物件を処分した来年後半、もしくは
２０１０年より回復を想定。

06年123,931戸、07年82,714戸、08年9万戸
半ばを想定、09年9～10万戸を想定。

○ 首都圏供給件数

06年74 000戸 07年61 000戸 08年4万戸

○ 価格の低い物件が本格的に出回ってくる。

06年74,000戸、07年61,000戸、08年4万戸
前半を想定、09年5万戸台を想定、10年6万戸
台回復を想定。

13



首都圏マンション着工戸数と派遣売上高推移首都圏マンション着工戸数と派遣売上高推移 （業界環境）（業界環境）
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首都圏マンション着工戸数と派遣契約数推移首都圏マンション着工戸数と派遣契約数推移 （業界環境）（業界環境）
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経営方針経営方針

人材獲得力

（成長戦略）（成長戦略）

新卒採用 中途採用

２６０名２００７．９ ２２名 ２８２名

新卒採用 中途採用

新卒・中途技術の積極採用

２００８．９ ２４４名 ８５名 ３２９名

経費削減

２００９．９ １６５名 ７０名 ２３５名 技術者としての「質」を重視
した採用への転換

① 粗利益 ３０％以上の確保。
マンション市況は、今年度においても厳しいものと想定されますが、同時に各社の人員抑制

も進む事が考えられ 当社 人材活 が見直され よう営業努力を重ねますも進む事が考えられ、当社の人材活用が見直されるよう営業努力を重ねます。

② 売上高販管費 １５％以下に抑制。
2008年9月度より 管理部門を中心に人員 般販売管理費の削減 ゼロ残業促進などに取り2008年9月度より、管理部門を中心に人員・一般販売管理費の削減、ゼロ残業促進などに取り
組み、今年度は同方針が軌道に乗る見込みであります。

③ 売上高経常利益 １５％以上の確保
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③ 売上高経常利益 １５％以上の確保。
今年度業績予想の数値では１０％となっており、上記２つの目標をベースに達成を図ります。



配当政策配当政策

配当政策

（成長戦略）（成長戦略）

当社は、業績連動型の利益配分を基本方針としております。
また 配当性向を年３０％を基本方針としておりますまた、配当性向を年３０％を基本方針としております。

中間 期末 1株当たり配当 配当性向

2003年 ２円 ５０銭 ２円 ６０銭 ５円 １０銭 ２９．９０％

2004年 ３円 ５０銭 ３円 ００銭 ６円５０銭 ３１ ７０％2004年 ３円 ５０銭 ３円 ００銭 ６円５０銭 ３１．７０％

2005年 ３円 ７０銭 １円 ００銭 ４円 ７０銭 ５１．８０％

2006年 １円 ００銭 ０円 ００銭 １円 ００銭 １０３．１０％

2007年 － ０円 ００銭 ０円 ００銭 －

2008年 １円 ００銭 １円 ００銭 ２円 ００銭 ４１．１０％

2009年
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2009年
（見込み）

１円 ００銭 １円 ００銭 ２円 ００銭 ２３．７８％



目標とする経営数値目標とする経営数値 （成長戦略）（成長戦略）

５年間利益推移

利益推移

５年間売上高

売上高 （単位：百万円）
20％

利益推移売上高 （単位：百万円）
10,000

1,400

1,600

15％
9,000

1 000

1,200

800

10％
8,000

1,000

400

600 5％
7,000

営業利益 経常利益 当期利益 経常利益率

200
2009年 2010年 2011年 2012年 2013年

0％

2009年 2010年 2011年 2012年 2013年

6,000

（単位：百万円）

2009年 2010年 2011年 2012年 2013年
売上高 6,250 6,850 7,510 8,386 9,184
売上総利益 1,720 1,888 2,072 2,435 2,675
販管費合計 1,040 1,030 1,129 1,237 1,357
営業利益 680 858 943 1 197 1 317
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営業利益 680 858 943 1,197 1,317
経常利益 652 837 923 1,177 1,297
当期利益 603 500 550 694 765
経常利益率 10.43% 12.21% 12.29% 14.03% 14.12%



人材戦略人材戦略 （成長戦略）（成長戦略）

1200 1100名

1000

1200

803名
866名 895名 960名 174

1100名

50

148

154

770名

600

800
165

803名

162

191

206

159

189

184

80

194

28

18
20

39

277 100

148
64

123
400

600

492
81

242

82

52

258

275

18

339

146 124 154 165
229

185

0

200
242 258

新人社員 女性社員 2年目 3年目 社員（4年目以上） 期間社員

2005/9 2006/9 2007/9 2008/9 2009/9 2010/9

新人社員 女性社員 ２年目 ３年目 社員（4年目以上） 期間社員 合計

2005年9月 339 - - - 277 154 770
2006年9月 146 - - - 492 165 803
2007年9月 124 185 81 123 162 191 866
2008年9月 154 242 82 52 206 159 895
2009年9月 165 258 100 64 189 184 960
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2009年9月 165 258 100 64 189 184 960
2010年9月 229 275 148 80 194 174 1,100



社員数の純増社員数の純増 （成長戦略）（成長戦略）

人材トレーニングによって定着率を増加致します。人材ト ング よ て定着率を増加致します。

社内にて 現場にて 資格取得

定着率

１００
８０

７０
６０

５０

８０
７０ ６５
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入社時 １年後 ２年後 ３年後



財務健全化財務健全化 （成長戦略）（成長戦略）

今後の本業の成長路線に備え、財務基盤を抜本的に改善しました。

有利子負債の圧縮 自己資本比率の上昇

今後の本業の成長路線に備え、財務基盤を抜本的に改善しました。

２００６．９ ２３７億円 ３.３％

６０億円 １７.８％２００７．９

２００８．９ ３１億円 ３４.３％

２００９．９ １９億円 （見込み） ４３．０％

・資産の売却の資金で、急速に有利子負債を圧縮しました。2006年9月にあった237億円もの
有利子負債は、2008年9月に31億円まで減少しております。
また、2009年9月には19億円まで圧縮することを目標としています。
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また、2009年9月には19億円まで圧縮することを目標としています。
・自己資本比率も2007年9月期期末の17.8%から2008年9月期期末には34.3%まで増加しました。



２００７年１１月１日より下記の通り活動しております。

内部統制プロジェクト内部統制プロジェクト （成長戦略）（成長戦略）

２００７年１１月１日より下記の通り活動しております。

当社の場合、２００８年１０月１日（31期）より、内部統制がスタートすることに
なります。

内部統制会議 Ｊ－ＳＯＸ対応推進プロジェクト

全般統制部会

業務処理統制部会 情報管理委員会

監査部会

財務経理部会

ＩＴ管理部会 リスク管理委員会

コンプライアンス委員会

進捗状況

Ｊ ＳＯＸ法に基づく人材派遣 施工図 経費等 財務 給与 賞与 決算等についての業務記述書 リスク・コントＪ－ＳＯＸ法に基づく人材派遣、施工図、経費等、財務、給与、賞与、決算等についての業務記述書、リスク・コント

ロール・マトリックスの第１次報告書が提出されており、今後の検討事項にどのように対応するか検討しております。

ＩＴ統制についてもシステムを使っている業務のフローチャート、システムの問題点を整理提案した報告書を作成し

検討しております
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検討しております。



会社概要会社概要

2008年9月末現在

（ご参考資料）（ご参考資料）

創業 1970年5月

設立・決算 1980年1月28日（9月決算）

資本金 8億514万円資本金 8億514万円

発行済株式数 74,573,440株

代表者 代表取締役会長兼社長 佐藤 眞吾

主要株主 佐藤 眞吾(37.4%)、投資事業組合DRCI(7.5%)、佐藤総合企画(5.2%)、佐藤 淑子(4.4%)、自己株口(3.8%)、要 藤 眞 ( ) 投資 ( ) 藤 ( ) 藤 ( ) ( )
SBI証券(1.6%)、深井 英樹(1.5%)、エース交易(1.3%)、大阪証券金融(1.2%)、ｺﾒﾙﾂﾊﾞﾝｸ(1.1%)、計3,290名

事業内容 Ⅰ 施工図面作成

Ⅱ 建設現場施工管理派遣業務

本社 東京都文京区大塚3 11 6 大塚三丁目ビル本社 東京都文京区大塚3-11-6 大塚三丁目ビル

売上高 7,080百万円

連結子会社 ㈱夢真コミュニケーションズ,YUMESHIN VIETNAM CO.,LTD、

従業員数（連結） 1 268名従業員数（連結） 1,268名

沿革概要

施工図の作図を目的として設計事務所を設立したのが始まりです。その後、海外の人材を活用して安価に施工図を作成するこ
とを開始しました。その後未来の建設業界を担う人材を育成し、派遣していく人材ビジネスを展開、途中、総合建設業を模索
しM&Aによる拡大戦略をとりましたが、現在は中核事業であった建設業界の人材ビジネスに特化しております。

沿革概要
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組織図組織図 （ご参考資料）（ご参考資料）

株主総会

取締役会 監査役会

代表取締役会長兼社長

社長室

内部監査室

経営企画室

IR室

事業統括本部 管理本部コミュニケーションズ事業部

コンプライアンス事務局

事業支援本部営業本部
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営
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エクセレント・カンパニーへの道を走ります。

ir＠yumeshin.co.jp

代表取締役会長兼社長

IR室長

佐藤眞吾

楠原正人

本資料に記載された意見や予測につきましては、資料作成時点での弊社の判断に基づき作成したもので
あり その情報の正確性を保証するものではありません また 様々な不確定要素が内在しております

IR室長 楠原正人
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あり、その情報の正確性を保証するものではありません。また、様々な不確定要素が内在しております
ので、実際の業績や結果とは異なる場合があります。


